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:田学会雑誌j 67卷 5 号 （!97俾 5 月〉

め主張を一*赏している/ この手法は，...，*.割引きそれ 

自身は， 1 つの人為的な手続きであり，決定手続を単 

純化すベく組まれているとはいえ，考慮に入れなけれ 

ぱならぬ諸必耍事項を暖昧にするし更に,との人為 

的手続きは，とも力、く，なしですますこともできるし 

誤った方向に導くことさえありうるJ というワインガ 

一トナー（前提書I93貝）の影響を強く受けている◊し 

かし，ワインガートナ- •力' すぐ後に，彼の多時点に 

ついての予算上の拘束条件の下での投資決定は，とり 

わけ政府の投資計画については有用であろう.，と述べ 

ているととも同様に着目してよいであろう。

氏も個別経済主体の点から投資決定の針算原理を 

追求されるととを認めておられる。すると，何故企業 

は投資を行なうのか，という問題がある菩である。氏 

• i tアメリ力の論文の多くが株価を最大にするのを目的 

とする力;，これをとらない，と筒単に処理された。

評算構造は，氏の指摘されるように，数学として最 

.，終値を最大にするのも，キャシュフロ一の現伽iを最大 

にするのも同じでもる。し か し T 年後の企業の価値 

を最大にすろことと，現在価値を最大にするととと， 

同じであろうか。

ワインガートナーが純終価を最大にする場合をとっ 

たのは，市場力♦、不完全のときであったことを想定す'ベ 

きであろう。 これは， J .  T . S ‘ ポ-バターフィールド 

す投資決定と資本費用J 1965年，（プレンティス*ホ- ル） 

，にも指摘されるように，用いられる資本の費用が異っ 

た場合に，純終価法と純現在価値法とは一致した投資 

決定シグナルを出さない。

例えば，现■在，20年の借入れを5 % で行なうととが 

できる。ところが3 年後には17年の借入れは7 % であ 

るとしよう。このとき，前の借入れは契約であるから， 

たとえ3 年廣^に 7 % となっても，変'更することができ 

:ない。このとき现制法と終価法とは一致しない，しか 

し 現 在 の 20年の借入れが3 年後には5 %から7 % に 

:なるといった場合は，純終価法も，純現価法も同じこ 

:とになる。このことに注すぺきであろう。

したがって，終価法と現価法とが必ずしも無差別で 

>はないのである。伏i a 氏が示しているような， 一 レ 
— トの場合には，どちらをとっても同じである，

〔現価法と終価法との閲係を述べてV、る筒所〕 

われわれは完全チ見の世界にいるのではない。

先迄の利子傘の変動を見通すことができない。ただ数 

ギ （こ* く短い期間）の見通しは可能であろう。するとT 
'をどこに選ぶかの問週が生するであをう。したがゥて

次善として現価法がとられているのである。现価法を 

とった場合に,主観的にしろ危除又は不確実性をキャ 

シュフロ 一で考慮することができる。終価法の場合に 

とれを行なうとすれぱ，利子率（氏の言葉によれはt ゆ  

利率）はT 期迄完全に予想でき，その投資から生ずる 

収 益 （氏の言葉によれぱ報収）は不確実ということにな

さらに企業の現在価値最大という仮定も，論♦の多 

V、企業目的であるが，その点では純終価値最大の仮定 

も同水準で論争をもたらすだろう。すると目的選択で 

は判断の問題となる。企業の価値は市場で評価されて 

いると考えると，株価がある意味で企業の価値をあら 

わしていると考えてよいでもろう。少なくとも企業の 

価値は株価を通じて評価され，それが有力な客観的指 

標とみなしてもよいであろう。企業が価値があるのは, 
それがもたらす将来の収益のためである。すると，そ 

の収益をもたらすのを購入するのに代価を現在支払う 

害である。ここに企業の現在価値が重要となると主張 

されろ根拠がある，更に，現在の株主は30年後も枕主 

である保証はない。30年後g)終価は，現株主がなお株 

主にとどまらないならぱ，何の意味がその企菜の枕-式 

を購入した株主にとってあるだちう力ん

しかしこれは判断の問題である。伏見氏が，多時 

点型の投資問題を，個々の投資タロジュクト問の関係 

を，ワインガートナーよりも明確にして，更に具体的 

適用を考慮して展開されたことは見逃すことのできな 

い貢献と考える。

3 . 論 評

以上の要旨及び批判から知られるように，判断の筒 

所において，用語使用において，意見をことにすると 

ころがあった。 しかし，それは，学会でも一致をみる 

ものではない。

伏見氏の貢献は，

1 . 従来，抽象度の高い意味で学術用語としても用 

いられ,同時に実践の場でも用いられてきた用語上の 

混乱を整理したこと，

2 . 線型計画法により，多時点制約条件下の投資プ 

ロジクト辟の最適化を求め，一貫して終制法を適用 

し内部齐合的に理論を展開したこと。

3 . 更に投資分析の適用を，最適適用という実践性 

の上から明確化したこと，多くの投資評価法が存在す 

ることは， 、ずれの1 つも完全ではないことを意味し 

ている， しかも同時に有用な侧而も!̂ ^っている-ここ 

にその適用の限度が必となり，選択が狂在する。こ
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の選択を評価法の理論上の骨組力、ら整理したこと。

4. この問題を填なろ金融経済的視野からの检討と 

いう伝統的な行き方でなく，，上述の基本的な定式化と 

密接に開速づけながら，体系的に説明している。

5 . 法人梯制と投資分析との関速について，従来は 

ほとんど实務的な研究し力☆ かったが, この理由は， 

金業会計的な費収益の評価原理と経済計算的な評価 

原理との関連に関する基處的な研究がなかったことに

因があると思われる。同君の研究は，この問題を基 

本的に解明している。とくこ，実効税率の測定原理と 

力、，これをおりこんだ投資選択指標の計算手順の明確 

化は，実践上への貢献も大きいといいうる。

以上り点から,現在のこの分野における学界の水準 

を高める上で，多くの貢献をしている。学位授与の対 

象として十分の価‘値を持つものと認められる。

論 文 審 查 担 当 者 主 查 村 弁 俊 雄  

副 查 福 岡 正 夫  

創 查 千 住 鎮 雄

小松隆二君学位授与報告

報 告 番 号 甲 第 352号 

学 位の種類経済学博士  

授与の年月日昭和 47年 9 月22日 
学位論文題名「企業別組合の生成—— 企業別組合成 

立史論------」
内 容 の 要 旨

r企業別組合の生成 

—— 企業別組合成立史論—— 論文要冒 

小松隆ニ

( I ) 本刺究は，わが国における企業別組合の歴史的研

究でもる。

第 2 次大戦後のわがH1の労働紙合は，組織形態にお 

ける企業別組合の庄倒的な優位によって特徴づけられ 

ている。いうまでもなく，企業別組合とは， 特定企 

業 ，特定ぎ業所の枠の中に組織され，かつそれ自で 

自立的に管理. 運営される労働組合である。これまで, 
その組織形態をめぐって，いろいろな角度からくりか 

えし論譲されてきた* ととろ力S いまだに共通の现解 

にたっするにいたっズいない問題点や，はとんど光を 

もてられていない点もけっして少なくない。なかでも，

戦前と戦後のつながりにもかかわるその源流や生成す 

情などの歴史的展開につ'̂ 、ズは，きわめて不十分な(jif 
%しかなされて、、なかったのが実情である，本研究は， 

そのような歴史研究の遅れに着目しその源流をさか 

のぼって生成事情と，その後の展開を解明しようとし 

たものである。

( 2 ) 本研究の構成は，第 1 編と第2 編の2 つの部分か

らなっている。

第 1 編では，戦前の企業別組合一般がとりあげられ 

ている，第 2 編の個別ぎ例の究明にもとづいて，戦前 

における企業別組合の生成. 発展，特後*歴史的役割 

などを解明したものである，その結果，企業別組合の 

生成時点は，1919年から21年，とりわけ1921 (大正10) 
年にもとめられること，それ以後の推移からしても， 

戦前の企藥別組合の存在はまったく例外ということで 

片づけられるものではないこと，歴史的にみると戦前 

の勞働組合の流れは，外見的には横断組合が優位な地 

位を占めながら，実質的には戦後の圧倒的な企業別化 

への地ならしをする過程としてとらえうること，すな 

わち少数の自主的な企業別組合を軸に，産業別組合の 

単位組織や評譲全，全協の自主的工場委員会もいずれ 

もjfe業別化の基盤を形成する方向に作用するものであ 

ったことなどが明らかにされ，はかに企業別組合その 

ものについても，その組織や機能の実態，それにたい 

する労働界の反応などが明らかにされている。そして 

結局，戦前の企業別組合は，その組織♦機能あるいは 

鹿史のいずれの面でも戦前の労働組合一般については 

いうにおよぱず，軟後の労働組合を理解する上でも着 

過しえな、、足跡をしるしたものであったことが明らか 

にされている》

第 2 編では，第 1 編の全伴的.理論的視点を基礎づ 

けるものとして，戦前の企業別組合ないしはそれに密 

接なかかわりをもつ個々の組合を卒例的にとりあげ， 

それぞれの足跡を可能なかぎり詳細に紹介しようとし 

たものである。そこでとりあげられているのは，芝浦 

労働組合，造機船エ労組合, 機械労働組合連合会，そ 

れに総同盟製綱労働組合の4 組合である。いずれも企 

機別ないしはその形愈に密接ながかわりをもつ組合で, 
かつそれぞれ異なる性格をもつ組合である。

それらは，戦前においては，いずれも著名で，大き 

な爽績をのこした組合である。その意味では企業別組 

織との関係いかんにかかわらず，戦前の歴史において' 
は重視されてよい組合である. ところ力な，従来の労働 

速励史研究では全体的な概説や通史が主としてとりあ
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げられ，そのような全体の驻底となっている単位組合 

レベルの組織や?5 動にかんしてははなはだ不十分な究 

明しかなされていなかった。それだけに，本研究でと 

りあげる4 組合にかんしても，その役割の大きさに比 

ベて，これまでその厘史も具体的活動もほとんど明ら 

かにされていなかった。そこで, 第 2 編では，第 1 編 

の論旨，結'論を基礎づける企業別組合の展03と同時に, 
そこに含まれるもろもろの問題をもあわせてとりあげ 

るようにしている。その意味で，本論は戦前における 

労働組合史あるいはその運動史の性格をもっている， 

その第2 編で解明された諾点のうち，全般的な性格に 

かかわるものは，第 1 編に盤約されており，ここでは 

殊更くりかえさない。

なお，参考までに本硕究を補足するものとして，そ 

の後次の3 編の論文を公けにしている。そのうちの2 
つは企業別組合と密接なかかわりをもったアナキズム 

系の労働連動について論じたもので，「日本における 

アナキズム運動の終焉J (•■現代と思想J 3号，19?1年 3 月） 

と 「全国労働組合自ぬ連合会小史」 （•■三!II学会》誌』19 
マ1年10ガ) であり，他の 1 つはアナキズム系に属し 

かつ企業別形態をとった日立製作所亀戸工場のH立従 

業員組合を論じた「日立従業員組合をめぐってJ び三 

m学会雑誌J 1972年 1月）である。 '

論文審査の要旨

1. 本論文の構成と内容

小松陸二君の学位請求論文は，「企業別組合の生成

[：!本労働組合運動史の一駒- と 題して， 昭和

46年10月に御茶の水書房より刊行された著作で'ある。 

その主要なめ容は，同君がアメリ力留学より帰/国後， 

翌旧和42年から43年にかけ7：三 ffl学会雑誌，経済学会 

年報等に発まされたものであり，今回著作として収り 

まとめるにあたり，相当の加策がなされてV、る。

さて戦後日本の労働組合に支配的でf cる企藥別の組 

織形態については，一方ではその産菜別組織化への脱 

皮が運動論上の r̂ i標として論じられ，また他方ではそ 

の必然性を，日本における賀労働の特殊性に求めるか， 

あるいは独占資本主義段階における大企業の一般的値 

问に求めるか等につ、、て，種みの学説が提された。 

後者に関する大河内一；!;j教授のいわゆる山移!型仮説に 

よれぱ，横断的労働市場は工場鉱山地帯における労働 

者® の変着と袖辕を基礎として形成されるものであり， 

山稼的な労働力供給の下にお、ては，縁故募集を典型 

とする金業別に分断された労働市場力;般成され,との

ような市場要因のもとで生みだされるのが企業別組合 

でもる，というものであった。これに対する反論とし 

て，戦前には日木の労働組合も横断的な組織形態をも 

っており，この構断的組合の影響力を排除するために, 

企業の側がいわば「上からJ 組織した工場委員会や労 

資協調的な会社組合があったにすぎないこと力:，大友 

福夫教授によって指i l lされた。

小松君は，明治末から大正にかけての独占資本の形 

成とともに，大企業の労働力陶冶機構の確立による労 

働者の企業内への封鎮懷向が現われることを認めると 

ともに，1920年の不況以降，独古資本の確立とともに 

労働力の需要独占が形成され，労働者は失業の脅威に 

さらされながらこれに対抗して，第 1 次大戦下の好況 

期に獲得した有利な労働条件を既得権として維持する 

ために，「一方で同一業種さらには全国的全産業にわ 

たる•J?!'同ないしは速合の動きが，他方で単位組合レ 

ペルにお 、て一工場一組合としての企業別組合の動き 

力’、，主流をなした産業別化の動向に加えて新たにあら 

われてきたJ と主張する（18〜19頁)。すなわち戦前の 

労働組合が横断的な組織形態をもっていたとしても， 

それは熟練労働者本位の排他的で特権的な団体ではな 

く，機械工とか印刷工とかいう包括的な枠で，同一地 

域の労働者が比較的抵抗の少ゾ£い企業外で結合すると 

いったものであった。これに対して企業本位の労働組 

合のうちには，企業内の親睦団体等が自主的な組合に 

成張したものもあるが，さきの横断的労働組合の働き 

かけによって企業内に発生しだ支部が，組織を拡大し 

て独自に企業と対抗しうる規模に達すると企業別の組 

織として独立してゆくという経過を迪るものであり,

第 ] 次大戦後の不況を契機として，,この後者の事例の 

方が数も多く，力り重耍性がたかくなってくる。そし 

て企業の側も昭和恐慌以前にちってはなおこのような 

労働者の組織化を，労働条件や処遇基準の客観化，人 

間関係の安定化等の利点をもって受入れる余地を残し 

ていた。かくて戦前の労働運動においても一貫して目 

標とされた方向は，市場状況にかかわりなく法斯的な 

組織であったが，現奥には •■第 1 次大戦下の労働市場 

の逼迫による労輝力不足時代の一時的楽園の時代をす 

ぎJ る と （29T € , 「大企業中心にすすめられ:^こ労働市 

場の企業別分断に対応して労働者も企業別に結後する 

ことによって，一方で経常にたいし则争力を結染する 

姿勢を示し, 他方でともかくも企業にコミットして嵐 

用安定などの企業内に蓄積された既得権を擁護J しよ 

うとした。そしてこのような企業別組合力t相互にその

96(336)
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I I主権を尊ff iした速合体的産業別組合を組織する場合

のイデオロギーとされたのがアナルコ，サンジ力リズ 

ム的ほ由速合主義であった， というのが小松君の結論 

でibるといってもさしつかえない。

もとよりこのような企業別組合も，一面ではしぱし 

ぱ横断的組織への発展を試み'るとともに,他面では会 

社組合や労資協調的な工場委員会へ転化すろ可能性を 

はらむものであった。これは大正末期から昭和初期の 

’不況の深刻イ匕につれて，先に指摘されたような企業別 

労働組合の存立墓盤が失われてゆくことの結果という 

ことができよう。それに関連して r大正末年以降に企 

業別組合の横断化を志向する例をみると，はとんどの 

場合，その組織が弱体化し，雜独では機能しえなくな 

ったときJ であると述べられているのは興味深い。同 

時 に 「昭和もすすむにつれ，企業単位の組合の多くは 

会社組合か，会社組合と区別しにくいものに変ってい 

くと考えてはほ‘まちがいない」のである。

本書の第1 編は，以上のような企業別組合の生成と 

展開の通史であるが，第 2 編はこのような展望の基礎 

をなす各種企業別組合の個別的研究であり，在来と^  
すれば日本労働総同盟や日本労働組合評議会中心に書 

かれてきた戦前の労働運勘史においては，，傍系として 

置き忘れられていた自由連合系の組織について,それ 

ぞれ永年にわたる資料検索や関係者の談話等に鉴づ、 

た詳細な解明が試みられている。その第1 章は戦前の 

典型的な企業別組合である芝浦労働組合が，第 1 次大 

戦後の不況に入る大正10年に所内5 団体の合流によっ 

て発足してから，昭和恐慌の最低Aなでちる昭和6 年の 

争議によぅて冗解するま‘でを画いている。第 2 章は， 

実質的には石川岛造船所の企樂別組合として発足した 

造機船エ労組合が，度々の闘-^^*の過程で次第に戦闘化 

するとともに，産業別化の方向をたどって関東金属労 

働組合に発展し，昭和 .3 年の争議と3 〜4 年の共産党 

弾圧の結果，自疆労働組合によって置きかえられてし 

まうまでを扱っている。第 3 章は策京都下の機械工場 

労働組合の速合であつた機械労働組合連合会が，はじ 

め横断的組織の加入も多かったのが，関東大震災後の 

■■純白主義J による方向転後は実質のある企業別組合 

が主力となり，やがて大正15ザ，にロ本労働組合総速合 

を結成し準戦時体制下の生遊拡大の下で次铭に労资 

協調から遗報運動に傾斜してゆく経過が扱われる。最 

後の第4 章は，昭和初期に左派系運動の挑除を目的と 

する企業侧が稳地化した総同S iと労働協約を純結した 

柬京製綱労働組合が， 業別の形式を取りながら実は

産業部['%■!での市場占棚!率のJBE倒的に高い;a t京製綱の 

企業別組合として，一方で会社組合化の傾向をたえず 

しめしながらも，団体交渉の対等の当事者としての位 

置を日華，変のLガまで守り続けたことが画かれている。

2. 木論文の特色と成果

以上を要するに本書のl l i l の功績は，戦前の企業別 

組合に関する綿密な資料的検討にょり，その歷史的位 

置付けをおこなった点でf cる。その事实発見の段階に 

おける著者の買献にっいては，すでに労働運動史研究 

者の問において評価されている。しかし本書の刊行後， 

多くの場:r j家がこれを書評としてとりあげたのは，戦 

後の企業別組合の原聖がすでに戦前において形成され 

ているという事実認識に関する，すでに述べたょうな 

著者の独自な見解が,労働症済の領域における最の 

ff£要な問題点の1 っに密接な関係をもっものでるか 

らにほかならない。明治末，大正初期の重化学工業化 

と企業の労務管理，労働運動の勘向等を研究した成果 

として，昭和 45年に他旧信氏の r 日本機械工組合成 

立史論」，4 6年に兵藤剑氏の「日本における労資関係 

の展開」が相次いで発表されたが，これは戦後日本経 

済の構造変化が労働市場に及ぱした影響にっいての， 

研究成果をふまえたものというべきである。これが第 

1 次大戦後の不況期においてさらにどのi うに展liHさ 
れていったかを，個別具体的な諸資料に週って換討す 

ることが多くの研究者の関心をひいている時期に本書 

力';発まされたことは，それが学界の注目を集めた超Irii 
であるといってよかろう。

ただ著者の綿密な資料的検討に比較すれば，その理 

論にっV、ては, I 、まだ十分な体系化が試みられるに至 

っていない。これは著者の間題提起がもっ理論的重悪 

性との関速において, , 特におしまれる点でる力;，こ 

れは，同様の問題を追求している他の研究者の今後の 

業績とともに，著者自身によってなお残された諸f {城 

の解明をもって，慎重に展開されるべき課題とすべき 

かも知れない。

その他，日露戦争から第1 次大戦にいたる問の労資 

関係の変化の意義や，1920年代における労働市場の縦 

断化をもたらした諸要因の評伽，昭和初期における企 

業別組合の解体と変質過:程の分析，とりわけこれが軟 

時産報運動を経ズ戦後の企業別組合といかなる関連を 

もっかといった諸問題がのこされている。また1：̂主的 

企業別紙合と由速合思想との関連にっいても論ずべ 

きことは多いが，これらはいずれも，それぞれ独自の 

研究課題として迫求されるべきものであろう。
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なお小松君の自出述合思想と労働運動の関速につい 

てのその後の研究としては，5^旧学会雑誌65卷 4 号お 

よび5号所収の論文「日本労働組合総連合運動をめぐ

て—— アナ• ボル論争の意味するもの- (1) •  (2)

をげることができる。

以上，小松君の業績における実証的研究の成果,独 

自の理論的見解と，その重要性にかんがみ，同君の業 

績は経済学博士の称号に値すると判断するものである。

論;t 審 查 担 当 者 主 査 中 鉢 正 美 ：

• 副 査 伊 東 仿 吉

副 ^ £ 飯 田 鼎
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学位論文題名 ^Quantitative Analysis of the Korean 
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内 容 の 要 旨

•^Quantitative Analysis of the Korean Economy,
1953〜1969, with Special Reference to Growth 
Process—j 論文要旨

(韓ESI経あto数 分 析 1953〜 1969 
—— 成錢過程を中心に—— ) . -

李 す 純

I 本研究の0 的は，経済成長に伴う轉国経済のほ 

祝的経済構造に関する数量分析を通じて，巨視的経済 

政策の基本的政策方向設定に寄与することにある。

n 50年代と代においての構:造変化挽証のため 

Chow-testを使用し単一方輕式に基づ、た普通最小 

2 乗後とFirst Diff脚 n e eの摘ホ力法を適用した。

r a 分析の; は綠休的需要，と く に 3 章の消費 

関数と貯蓄，そじて第5 章の輪出朕望に置かれている。 

総体的供給侧面は，統計資料の未整備のため'^^ニの'：i l  
論仮説の検証に終っている。

W 尖証分析の姑果を総合してみれぱ，？̂#|1|経済は 

農業部門と非廣業部門からなるニ® 経済挑造の特性-を 

もっている。60印.代の成長は，非竊業部門における高 

い労働力成錢率に塑づいて，国民;経済全体の生産性を

上昇させることにより達成されている。まず需寒の所 

得弾力性に応じて，消費財産菜の発展により資本形成 

がなされた。成長産業は比較的近代的産業であり，同 

時に労働銀約的な電氣機械器具，化学製品，木;!̂イ'製品 

そして繊維座業である。発展類.型は民間設備投資に支 

えられた輸出促進Mである。成長に耍する通貸は海外 

部門から調達されている。. '
各ぎにおける主な実証分析の要旨は次の通りやちる，

1 . 第 3 章消費関数と貯蓄

消費関数に関する理論仮説の検謝;の結果は, relative 
income 仮説のなかでも，Klein, Brown 型の continuous 
habit persistence仮説は， 時系列の巨視的消費関数に 

おいても，家計調査のcross-section分析においても， 

reduced form approachにおいてもその妥当性が認めら 

れる。

消費者行動において"nioiiey illusion"が存在する。

また家I十調査.分析によれぱ，停-給者家計と労務者家f h  
そしてソウル市の都市家IT十と全国家I f の支出構造の間 

に相違がない。所得弾性；値の最も大きいのは衣類であ 

り，最も小さいのは穀物である。衣類の所得弾性値は 

Houthakkerの国際比較研究の標準値よりはるかに大

きい。 ' ■ ,
' 国内貯蓄の限界性向は，国際標準値よりも大きい， 

また政府貯蓄の比重が大きい。

2 . 第 4 章投資関数  '
投資関数の検証においては，G N P の糟分と輪'入の 

弾性値が最も大きい。ますこD uesen beny型 の trade- 
position m otive仮説の妥当性を部分的に認めること力； 

できる。 ■
3 . 第！5章海外部門

贸易構造から見た究辰後階は, 労例)ほ約的消費財産 

業に対する輸入代替と輸出振興政策が積極的におとな 

われる段階セある。

巨祝的輸出関数においては相対価格効果は薄く , 輸 

出振興政策効果，そして非農業部門の生産性効来力け：

きい。

1.3国別，14品目に.disaggregateした輸出関数に基づ 

く 70年代の輪出は，1976年3 6 .1億ドル，1980年52. 6億 

ドルと展望されるが，輸出展望値達成のためには®内 

供給能力の不足が予期される。

4 . 第 6 章総体的供給側面と分配 

Cobb-Douglas型生ぜ関数の推走においては，労働と

資本の各弹他値の合'計は 1 より大きく一あ increasing 
returns to s c a l eが作用していると解される。 Harrod-
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Donrnr里の関数においては資本ストダクの係数の符号 

，は正である。 Phillips-Lipsey仮説の妥当性は拒否^され 

る。Kaldorの巨視的分配仮説の檢証結果は否定的で 

ある。

5 . 第 7章 公 共 部 門

H 内總生産の増大に伴う政府支出は，政府投資を除 

、ては50年 と 60年代I：こ お 、て構造変化がなV、。税収 

入は直接税なかでも勤労者所得に大きく依存している， 

間接税関数においては民間消費支出よりも輸入の限界 

効果が大きい。

6 . 第 8享‘物価，通貨供給，インプレイシ3 ン

韓国経済のイシフレイション要因分析に開する仮説 

は約 6個あろが， 本研究の分析結果によれぱ profit 

inflationによる管理価格インフレイションと見なされ 

る。 ■

産業別に検証した結果によれば， 食糧は概して de­

mand-determined 型，工業製造品は profit上昇による 

cost-determined型.と解される。

7 . .第 9章は，本研梵の実誰分辨に基づいた巨視的経 

济政策の方向設定に関して論及する。

60年代の消費財産業の発展を基礎に，I972年より始 

まる第 3次経済計画においては，産業の連関関係を配 

慮した生産財産業の設立が望まれる。

Phillips-Lipsey '仮説の否定,.消費者行動における 

"money illusion",そして Nurkse流の過少発展均衡状 

態にあるニ重経済構造においては，経済成長と物価安 

51̂は同時的に達成され得る。 したカレて非農業部門に 

お い て 持 続 に 高 、労働力成長率が耍求される。

Friedman流の通貨供給controlによる現行の物価安 

定化政策は潜在的成長能力を推定しそれにitsじて再 

岭味されなけれぱならない。

60年代の成長産業は主要輸出相手国である日本経済 

との依存関係が深いので（ァジ研No.3.模型の分析結来)， 

この分®:においての"合意的"国際特化によるeconomie 

coordinationにより，海外市場の確保が必要である。

、論文審査の要旨

I この論文は英文308ページのモノグラフであり， 

その対象は地域的には韓国をとり，時期的には1953年 

よりI960年までの17ィIこ問をとって，IS视的分析を試み 

すこものである。経済的諸变数の特性問の閲数関係は， 

単一‘方程式アプロ一チのフレーム.ワーク内で分析さ 

れている。すなわち，複数の力握式の諾ま数の値の同 

時決定を得られるような体系のモデルが組まれている

わけではないという理由で，李君みずから，この研5セ , 
を •■計量的J とは呼ぱず,，<■数量的J とIをんでいる。

発M途上国一般は統fl‘的操作のために利用可能な資 

料が量的に少ないうえに，をの信頼鹿も低い。このな 

かにを) って，韓■は比較的に統計資料が整備されてき 

ている。 r計量的J ではないにしても，ず数量的J な研 

究がなされるということは，このようなJiV情を背景と 

している。

また韓国は1 人あたり国民総生産を指標にとると, 
1%9年に195. 6 0ドルであり，発展ま上国のなかでもと 

くに高いはうには属さないし，東およぴ東南アジア諸- 
国に暇っても， やはり高いはうではない。 し力、し成長 

率や成長耍因スコアをとると，韓国は発展途上国のな 

かで、も， 1 , 2 位 を ■うぐぎ置にある。

韓国の人口規模み，国際連合統詠の1968年推計によ 

れぱ，30,470,000人で, 中国，インドを除けは’，アジ 

ア諸国のなかでは中位であるg しかし天然資源の賦存 

には恵まれていない。その贸易依存度は高く，韓国の 

経済発展にとって質易の占める役割が大きい。

李君のこの研究は，発展途上国の経済発展にとって 

も，またとくに日本との資易関係のつよい( 3 としても， 

貴重なヶースを提供している。 ' ,

この論文は大きくみて2 つに分かれる. 第 1 は時系 

列ないし発展段階的視点である。C how チスト（G.C. 
Chow, **Tests of Equality Between Sets of Coefficients in 
Two Linear Regression,"ど か Vol.28, July I960) 
を韓国経済に適用しその1950年代と60年代との間に 

構造変化があったことが数量的に実証されている。第 

2 はクロス，セクシg ンないし構造分析でちり，韓国 

の経済構造が農業部門と非:i 業部門の2 つから構成さ 

れる二重経済構造であることが実証されている。

後者は韓国経済がヌルクセによる人口過剰P [経済で 

あり， ア ー サ ー . ルイス流の農業部門からの非農業部 

門への無制限の労働供給モデルの適用可能性を示唆す 

る. しかしながら，ヌルクセにしてもルイスにしても， 

そのモデルは本来封鎮体系として提ポされているのに 

対し韓国経済ではその発展の当初から外国駕易が大 

きな役割を占めている。韓国の経済は輪出主導型経済 

でもある。

韓国の経済発展は，社会主義的方法をとらず価格機 

構を前提としたものではあるが，しかし抑国政府の糖 

極的イュシアチプによるlifj発政策の役割が大きい*李 

君はこのようなことを十分認識しながら，慎ISな数量 

的分析を進めている。そしてこの研^^は， もちろん客
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